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糀屋ダム付近の国有地の取り扱いに慎重な対応を求める意見書（案） 

 

 昭和４２年の加西市発足にあたり、水問題を解消し、農業振興を図るための糀

屋ダム（翠明湖）の建設は悲願であった。同年、農業用水の安定的な確保を目的

とする「国営加古川西部農業水利事業」が着手され、ダム建設による水没地区の

住民の理解と協力により、２４年の歳月と３９７億円の巨費を投じ、平成３年に

糀屋ダムが完成した。ダムからの水の供給により、受益者の大半を占める当市で

は、かんがい排水事業と圃場整備事業が相まって、生産性の高い農業の基盤が確

立されることになった。また、大幅に増加した事業費の償還に対し、農家負担を

軽減するため、当市も約８２億円もの財政支援をしてきた。糀屋ダムは、加西市

の農業の生命線であり、継承すべき貴重な財産である。 

人口減少・少子高齢社会においても、当市では広大な優良農地を保全し、農業

生産力を確保していくため、集落営農の経営を強化しつつ、担い手の育成やICTの

導入による作業の効率化、６次産業化などの次代を見据えた取り組みを進めてい

る。また、市内には兵庫県立農業大学校や県立播磨農業高校、神戸大学食資源教

育研究センターなど農業に関わる教育研究機関が立地しており、「農業都市」とし

て裾野の広い持続可能な農業の可能性を秘めている。 

 ところが、平成３１年１月、西脇多可行政事務組合（構成市町：西脇市、多可

町）による糀屋ダム付近の一部の国有地を含む、新ごみ焼却施設の建設計画が急

浮上した。当該計画は、用水を受益する加古川西部土地改良区だけでなく、当市

にとっても重要な関心事である。しかし、計画を進めようとする当該組合から当

市議会に対して、一切の説明がないままであり、市内農業の将来に不安を生じさ

せるものとなっている。 

このような中、国においてダム付近の国有地の一部を売却、貸付などの処分を

行った場合、新ごみ焼却施設の稼働による農業用水への影響や農作物への風評被

害について、市内農業者及び市民の懸念を増幅させることにつながりかねない。 

よって、国においては、糀屋ダム付近の国有地の取り扱いについて慎重な対応

をしていただくよう強く求める。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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兵庫県加西市議会 

  


